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内閣府「子どもの貧困対策会議」における大綱作成にかかる 

スクールソーシャルワーカーの配置促進・拡大と予算確保のお願い 
 
平素より社会福祉士及び精神保健福祉士の養成教育にご理解とご協力を賜り、
心より御礼申し上げます。 
 さて、私どもは、我が国のソーシャルワーカーの国家資格である社会福祉士及
び精神保健福祉士養成を行う大学等延べ約 400 校をとりまとめる社団法人とし
て、これまで両資格養成課程の教育内容の質向上に努めて参りました。 
今般、内閣府の「子どもの貧困対策会議」で検討している子どもの貧困対策に
関する大綱を、本年 8 月以降に閣議決定するとの報道がなされておりますが、
内閣府においてこれまで計 4 回開催されました「子どもの貧困対策に関する検
討会」（以下、「検討会」という。）では、この大綱に盛り込むべき事項として、
スクールソーシャルワーカーの配置の拡充と、配置にかかる予算の優先的投入
の必要性について指摘しております。 
私どもは、平成 20 年度に御省が予算事業として始めた「スクールソーシャル
ワーカー活用事業」に着目し、当時よりスクールソーシャルワーカー養成に必要
な教育内容の研究を行い、両協会が定めた規程に基づくスクールソーシャルワ
ーク教育課程を社会福祉士と精神保健福祉士養成課程に付加して設置する大学
等を認定する事業『スクール（学校）ソーシャルワーク教育課程認定事業』（別
添参考資料１）を平成 21 年度より開始しました。現在、全国でスクールソーシ
ャルワーク教育課程の認定を受けた 31 校（１学年定員総数 455 名）において、
より実践力が高く学校教育現場や課題を抱える子どものニーズに即した対応が
できるスクールソーシャルワーカーの養成に取り組んでおります。 
子どもの貧困対策を考えるうえで、小中高等学校等の教育機関にスクールソ



ーシャルワーカーを適切に配置することは必要不可欠です。私どもが定めるス
クールソーシャルワーク教育課程認定事業にかかる規程（別添参考資料２）にお
いて、スクールソーシャルワーカーは『スクール（学校）ソーシャルワークの基
本は、児童生徒の発達権・学習権を保障し、貧困の連鎖、社会的排除を是正し、
一人ひとりの発達の可能性を信頼し、多様な社会生活の場において、とりわけ学
校生活を充実させ、児童生徒とその家庭の自己実現を図るために、人と環境の関
わりに介入して支援を行う営みである。』と定義しており、検討会が大綱に盛り
込むべき事項（案）で指摘している「教育現場と福祉サービス、地域資源を円滑
につなぐ」観点からも、つなぐ先やつなぎ方の知識・技術を身につけた実践力の
ある社会福祉士と精神保健福祉士有資格者をスクールソーシャルワーカーとし
て配置・拡充することが、小中高校等の教育職員が教育者として本来業務に専心
することをサポートすることに加え、検討会において指摘されている事項の実
効性を高めるうえでも極めて有効であると考えております。 
また、スクールソーシャルワーカーの業務は、子どもの生活・家庭環境にかか
る経済状況や人間関係の調整、子どもが学校や家庭・地域で安心して学習する機
会を保障されるために必要となる制度・社会資源を活用するために、学外の行政
機関や関係者・団体等の多様な職種・機関との協議や交渉など、多くの時間と多
くの移動を要とする専門的業務であり、主として一定時間内に室内で行われる
カウンセリングや診療などとは業務構造が異なります。 
しかしながら、スクールソーシャルワーカーを取り巻く現状を見ると、カウン
セラーと同様に１日数時間の非常勤雇用契約を前提に予算が積算され、不安定
な雇用形態（非常勤・賃金）であること、スクールソーシャルワーカーの活用が
自治体の意向や財政事情等により全国でかなりのばらつきがあること、社会福
祉士や精神保健福祉士といったソーシャルワーク専門職を配置せず、警察 OB や
教員 OB が採用される例も少なくないことなどが要因となり、社会福祉士等国家
資格を取得し、かつスクールソーシャルワーカー教育課程を修了してスクール
ソーシャルワーカーの職を希望しても、待遇・労働条件等が折り合わずに忌避さ
れ、せっかくの優秀な人材が他に流出する例が多くあります。 
一方、例えば生活困窮者自立支援法に基づき厚生労働省が行う施策などは、子
どもの貧困対策と極めて密接に関係しますが、厚生労働省社会・援護局が公開し
ている資料『生活困窮者自立支援法の円滑な施行に向けて』（H26 年 6 月）な
どをみると、大まかな制度のスキームとともに全省庁的な取り組みへの配慮を
訴えてはおりますが、具体的に御省をはじめとする教育行政機関等との連携や
協働はイメージしにくいものとなっております。  
今般、子どもの貧困対策大綱を閣議決定するにあたり、緊急に対応する必要が
ある子どもの貧困対策について、その実効性を高める観点からも、御省におかれ



ましては、子どもの貧困対策大綱に、スクールソーシャルワーカーの配置・拡充・
必要な予算措置を講じる旨の明記と以下の要望事項につきまして、特段のご協
力を賜りますよう、何卒、よろしくお願い申し上げます。 
本来ならば拝眉の上、お願い申し上げるべきところではございますが、書中を
もって失礼ながら謹んでお願い申し上げます。 
 

記 
１． 緊急に対応する必要がある子どもの貧困対策について、子どもの貧困解消

の実効性を高める観点から、子どもの貧困対策大綱にスクールソーシャル
ワーカーを学校単位で配置・拡充することと、そのために必要な予算措置を
講じる旨が明記されるよう、ご提案ください。 

２． 御省におかれましては、スクールソーシャルワーカーの配置要件を、原則
として社会福祉士及び精神保健福祉士の福祉専門職とし、御省が平成 27 年
度予算要求を行う際には、スクールソーシャルワーカーの配置数を拡充し、
常勤採用などのために必要な額を要求してください。また、その旨を予算
（案）主要項目に明記してください。 

３． 子どもの貧困を可及的速やかに解消するため、生活困窮者自立支援法に基
づく施策を行う厚生労働省をはじめ関係省庁・部局に働きかけるなど、連
携・協働にご尽力ください。 

以上 
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